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１ 調査の概要 

 (1)  調査目的  労働組合及び労働組合員の産業別、規模別、加盟上部団体別の分布

等、労働組合組織の実態を明らかにする。 

 

 (2)  調査対象  県内の全ての労働組合を対象とし、国家公務員法又は地方公務員法

に規定する職員団体も含む。 

 

 (3)  調査時点  令和６年６月30日とする。 

 

 

 (4)  集計対象  単位労働組合（単位組織組合と単一組織組合の最下部組織である単

位扱組合をそれぞれ１組合として扱う）を集計単位とする。 

○ 単位組織組合とは、労働者個人加入の形式をとり、例えば１企

業１事業所の労働者で組織されていて、支部、分会等の下部組織

を持たない労働組合をいう。 

○ 単一組織組合とは、労働者個人加入の形式をとり、その内部に

支部、分会等の下部組織を持つものをいう。 

 

 

 

２ 調査結果の概要 

１ 労働組合数は1,820組合（対前年△16）、労働組合員数は343,325人（対前年 

△3,756）であり、労働組合数、労働組合員数ともに減少した。 （第１表）           
 
２ 推定組織率（雇用者数に占める労働組合員数の割合）は17.7％（全国では16.1％）

で、前年比△0.3ポイントとなった。 

※ 全国の数値は、令和６年12月厚生労働省発表の速報による。  （第１表） 
 
３ 労働組合員数を産業別にみると、製造業が127,776人（全体の37.2％）と最も多

く、次に建設業41,119人（同12.0％）、卸売業・小売業33,363人（同9.7 %）の順

となっている。                         （第３表） 
 

４ パートタイム労働者の労働組合員数は16,579人で、全労働組合員数に占める割

合は、4.8％となっている。                    （第７表） 
 

５ 全国主要団体別の加盟状況は、連合に246,548人（全体の71.8％）、全労連に

11,837人（同3.4％）となっている。               （第８表） 
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３ 労働組合の組織状況 

 (1) 労働組合数・労働組合員数の動き 

  ① 令和６年６月30日における単位労働組合数は1,820組合、労働組合員数は

343,325人で、労働組合数が昨年比△16組合、労働組合員数が△3,756人となった。 

推定組織率（労働組合員数/県内雇用者数）は17.7%と、前年比△0.3ポイントと

なった。 
 

第１表 労働組合数・労働組合員数及び推定組織率の推移 

年 
労 働

組合数 

労働組合

員数（人） 

対前年増減数 対前年増減率(％) ※推 定 

組織率 

(％) 

労 働

組合数 

労  働

組合員数 

労 働

組合数 

労  働

組合員数 

29 2,043 388,545 △11 871 △0.5 0.2 19.9 

30 2,032 385,869 △11 △2,676 △0.5 △0.7 19.5 

R元 1,999 388,892 △33 3,023 △1.6 0.8 19.4 

２ 1,956 391,095 △43 2,203 △2.2 0.6 20.9 

３ 1,954 388,940 △2 △2,155 △0.1 △0.6 20.6 

４ 1,876 353,870 △78 △35,070 △4.0 △9.0 18.5 

５ 1,836 347,081 △40 △6,789 △2.1 △1.9 18.0 

６ 1,820 343,325 △16 △3,756 △0.9 △1.1 17.7 

（注）１ 以降の表にある数値の単位は、組合員については「人」、増減率・推定組織率・構成比につ

いては「％」である。 
 

   ※ 推定組織率は以下のとおり算出している 

     推定組織率＝(労働組合員数／推定雇用者数)×100 

    ・ 労働組合員数：343,325人  本調査で得られた労働組合員数 

    ・ 推定雇用者数：1,936,574人(推計） 

       国勢調査(令和２年10月)「従業地・通学地による人口・就業状態等集計」の兵庫県雇用者数を、労働力調査

（毎月実施）での全国雇用者数の伸び率で補正し算出  

② 前回調査からの１年間に新設及び解散等があった労働組合のうち、新設労働組

合は２組合で、労働組合員数は188人。解散労働組合数は13組合、労働組合員数

は1.354人。他の都道府県から転入してきた組合は１組合、労働組合員数は194人。

他の都道府県へ転出した組合は５組合で、労働組合員数1,304人となった。 

第２表 新設・解散別労働組合数及び労働組合員数 

区分 

新 設 解 散 

転入 転出 事業所 

新設･拡張 
組織変更 

その他 

理由 

事業所 

休廃止 
組織変更 

組織の分裂 

･統合 

その他 

理由 

組 合 数 0 2 0 0 1 6 6 1 5 

組合員数 0 188 0 0 15 1,018 321 194 1,304 

（注）１ 「転入」とは、令和５年７月１日から令和６年６月30日までに他の都道府県から転入してき

た組合、「転出」とは同期間に他の都道府県へ転出した組合をいう。 

２ 新設・解散の「組織変更」とは、組織の変更・分裂・統合等によるものを、新設の「その他

理由」とは、既設事業所に労働組合が新設された場合等を、解散の「その他理由」とは、事業

所は存続するが労働組合が自主解散・自然解散した場合等をいう。 
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 (2) 産業別の状況 

労働組合員数を産業別にみると、製造業が127,776人（全体の37.2％）と最も多

く、次に建設業41,119人（同12.0％）、卸売業・小売業33,363人（同9.7%）の順と

なっている。 

労働組合員数の対前年差をみると、減少数が最も大きかった産業は卸売業・小売

業で、△1,503人（同△4.3％）。続いて公務の△642人（同△2.3％）、教育、学習

支援業の△449人（同△1.8％）の順となっている。 

第３表 産業別労働組合数及び労働組合員数 

区分 
労 働

組合数 

労  働 

組合員数 

 対前年増減 労働組合

員数の対

前年増減

率(％) 

構成比 

(％) 

労 働

組合数 

労  働 

組合員数 

全  産  業 1,820 343,325 100.0  △16 △3,756 △1.1 

製 造 業 557 127,776 37.2  △3 △153 △0.1 

建 設 業 86 41,119 12.0  △4 △151 △0.4 

卸 売 業 ・ 小 売 業 145 33,363 9.7  △3 △1,503 △4.3 

運 輸 業 ・ 郵 便 業 349 29,848 8.7  △1 △96 △0.3 

公 務 116 27,738 8.1  0 △642 △2.3 

教 育 , 学 習 支 援 業 130 23,856 6.9  △1 △449 △1.8 

金 融 業 ・ 保 険 業 64 13,908 4.1  0 △231 △1.6 

複 合 サ ー ビ ス 事 業 42 12,171 3.5  0 70 0.6 

医 療 , 福 祉 113 11,425 3.3  △1 △256 △2.2 

学術研究,専門・技術サービス業 42 6,966 2.0  0 △24 △0.3 

電気・ガス・熱供給・水道業 34 4,429 1.3  △1 △146 △3.2 

情 報 通 信 業 10 3,831 1.1  △2 △72 △1.8 

サービス業（他に分類されないもの）  33 2,311 0.7  △1 △50 △2.1 

宿泊業,飲食サービス業 15 1,552 0.5  0 △132 △7.8 

生活関連サービス業,娯楽業 32 1,459 0.4  0 61 4.4 

分 類 不 能 29 989 0.3  1 56 6.0 

不動産業・物品賃貸業 20 535 0.2  0 9 1.7 

農 業 ・ 漁 業 ・ 鋼 業 等 3 49 0.0  0 △47 △49.0 

※ 労働組合員数の多い産業区分の順で掲載している。 

※ 「0.0」は、該当数値があるが四捨五入の結果、「0.0」に満たないものを示す。 
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 (3) 規模別の状況 

① 民営企業の労働組合員数は289,872人で、前年比△2,636人（対前年△0.9%）。 

② 民営企業の企業規模別では、1,000人以上規模が161,221人（全体の47.0％）と

最も多く、次いで、500～999人規模が32,888人（同9.6％）、100～299人規模が

25,189人（同7.3％）の順となっている。 
 

第４表 企業規模別労働組合数及び労働組合員数 

企業規模 
労 働 

組合数 

労  働 

組合員数 

 対前年増減 労働組合員

数の対前年

増減率(％) 

構成比 

(％) 

労 働 

組合数 

労 働  

組合員数 

合  計 ①＋② 1,820 343,325 100.0 △16 △3,756 △1.1 

民 

営 

企 

業 

小 計 ① 1,599 289,872 84.4 △16 △2,636 △0.9 

2 9 人 以 下 150 1,227 0.4 △1 △2 △0.2 

3 0 ～ 9 9 人 262 6,880 2.0  △5 △381 △5.2 

100～299人 313 25,189 7.3 3 398 1.6 

300～499人 139 21,107 6.1 △1 △390 △1.8 

500～999人 134 32,888 9.6  △1 △341 △1.0 

1,000人以上 487 161,221 47.0  △10 △1,701 △1.0 

そ の 他 114 41,360 12.0  △1 △219 △0.5 

国 公 営 ② 221 53,453 15.6 0 △1,120 △2.1 

（注） 企業規模欄の「その他」には、複数の企業の労働者で組織されている労働組合及び

企業規模不明の労働組合が含まれる。 
 

③ 労働組合規模別（国公営を含む）の労働組合員数をみると、1,000人以上規模

が109,102人（全体の31.8％）と最も多く、次いで500～999人規模の71,842人（同

20.9％）、100～299人規模の68,819人（同20.0％）の順となっている。 

労働組合員数の対前年差をみると、組合員数が最も減少したのは500～999人規

模で、△3,560人（同△4.7％）となっている。 

第５表 労働組合規模別労働組合数及び労働組合員数 

組合規模 
労 働 

組合数 

労  働 

組合員数 

 対前年増減 労働組合員

数の対前年

増減率(％) 
構成比 

(％) 

労 働

組合数 

労 働 

組合員数 

合  計 1,820 343,325 100.0  △16 △3,756 △1.1 

2 9 人 以 下 624 7,514 2.2  △6 △145 △1.9 

3 0 ～  9 9 人 496 28,791 8.4  6 338 1.2 

1 00～ 2 9 9人 398 68,819 20.0  △14 △2,132 △3.0 

3 00～ 4 9 9人 144 57,257 16.7  5 2,113 3.8 

5 00～ 9 9 9人 101 71,842 20.9  △7 △3,560 △4.7 

1,000人以上 57 109,102 31.8  0 △370 △0.3 
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 (4) 適用法規別の状況 

適用法規別の労働組合員数をみると、労組法適用労働組合員数が290,398人（全

体の84.6％）と最も多く、次いで地公法の43,278人（同12.6％）、地公労法の7,654

人（同2.2％）の順となっている。 

第６表 適用法規別労働組合数及び労働組合員数 

適用法規 
労 働

組合数 

労  働 

組合員数 

 対前年増減 労働組合員

数の対前年

増減率(％) 

構成比 

(％) 

労 働

組合数 

労   働

組 合 員 数 

合   計 1,820 343,325 100.0  △16 △3,756 △1.1 

労  組  法 1,608 290,398 84.6  △16 △2,641 △0.9 

地 公 労 法 40 7,654 2.2  0 22 0.3 

国公法・行労法 42 1,995 0.6  0 △125 △5.9 

地  公  法 130 43,278 12.6  0 △1,012 △2.3 

（注） 労 組 法：労働組合法 

地公労法：地方公営企業等の労働関係に関する法律 

国 公 法：国家公務員法 

行 労 法：行政執行法人の労働関係に関する法律 

地 公 法：地方公務員法 

 

 (5) パートタイム労働者の状況 

パートタイム労働者を労働組合員として組織化している労働組合数は255組合、

労働組合員数は16,579人となり、前年比では若干の減少（△267人）となった。 

また、全労働組合員数343,325人（第１表参照）に占める割合は、4.8％となった。 

第７表 パートタイム労働者の労働組合数・労働組合員数の推移 

年 
労 働

組合数 

労 働 

組合員数 

   （人） 

対前年増減数 対前年増減率(％) 全労働組

合員数に

占める 

割合(％) 

労 働

組合数 

労  働 

組合員数 

労 働 

組合数 

労  働

組合員数 

30 236 33,489 29 2,603 14.0% 8.4% 8.7 

R元 228 37,078 △8 3,589 △3.4% 10.7% 9.5% 

２ 242 44,524 14 7,446 6.1% 20.1% 11.4% 

３ 246 44,254 4 △270 1.7% △0.6% 11.4% 

４ 242 16,950 △4 △27,304 △1.6% △61.7% 4.8% 

５ 260 16,846 18 △104 7.4% △0.6% 4.9% 

６ 255 16,579 ▲5 ▲267 ▲1.9% ▲1.6% 4.8% 

※令和４年は、一部の労働組合が事務機能を県外へ移転した影響で大幅な減少となっている。 
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 (6) 主要団体別の県内の状況 

全国主要団体別にみると、連合（日本労働組合総連合会）に1,041組合、246,548

（全体の71.8％）、全労連（全国労働組合総連合）に232組合、11,837人（同3.4％）

が加盟している。また、上記の２団体に属さない労働組合は547組合、84,940人（同

24.8％）となっている。 
   

第８表 主要団体別労働組合数及び労働組合員数 

主要団体名 
労 働

組合数 

労  働 

組合員数 

 対前年増減 労働組合員

数の対前年

増減率(％) 

構成比 

(％) 

労 働

組合数 

労  働 

組合員数 

連   合 1,041  246,548 71.8  △17 △2,444 △1.0 

全  労  連 232  11,837 3.4  1 △337 △2.8 

上 記 団 体 以 外 547  84,940 24.8  0 △975 △1.1 

合   計 1,820 343,325 100.0  △16 △3,756 △1.1 

 

 

 (7) 地域（県民局・県民センター）別の状況 

① 地域別の労働組合数は、神戸が674組合と最も多く、次いで阪神南の311組合、

中播磨の184組合、東播磨の170組合の順となっている。 

② 地域別の労働組合員数をみると、神戸が122,227人と最も多く、次いで阪神南

の49,808人、東播磨の48,557人、中播磨の45,907人となっている。 

第９表 地域別労働組合数及び労働組合員数 

地域 
労 働

組合数 

労  働 

組合員数 

 対前年増減 労働組合員

数の対前年

増減率(％) 

構成比 

(％) 
労働組合数 労働組合員数 

合 計 1,820 343,325 100.0  △16 △3,756 △1.1 

神 戸 674 122,227 35.6  △6 △1,244 △1.0 

阪神南 311 49,808 14.5  △8 △998 △2.0 

阪神北 152 28,876 8.4  1 △79 △0.3 

東播磨 170 48,557 14.1  0 △160 △0.3 

北播磨 89 11,306 3.3  0 △309 △2.7 

中播磨 184 45,907 13.4  △1 △327 △0.7 

西播磨 94 15,073 4.4  0 △129 △0.8 

但 馬 65 9,320 2.7  1 △122 △1.3 

丹 波 46 5,704 1.7  △2 △394 △6.5 

淡 路 35 6,547 1.9  △1 6 0.1 

 

 


